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平成２５年度　富山県の中小企業向け主要施策及び融資制度

１　創業を考えている人への支援

　富山県では中小企業向けに様々な施策や融資を実施しています。主要施策と各機関の融資制度を
一部抜粋して紹介します。

創業・ベンチャー挑戦応援事業

　県内において創業を予定している方や創業
後間もない中小企業者の方から新規性・独自
性のある事業、または地域活性化に貢献する
事業計画を募集します。
　優秀なビジネスプランには経費の一部に対
して助成を行い、富山県における創業やベン
チャーのモデルとなる企業の育成を図るとと
もに、新事業挑戦への気運づくりを進めます。
１．対象者
　１申請から１年以内に県内で創業予定（Ｎ
ＰＯ法人の設立を含む）の方

　２県内で創業後３年以内の中小企業者（Ｎ
ＰＯ法人等を含む）

　　※ただし、子会社等実質的に他の支配下
にある方は除きます。

２．対象事業
　以下のいずれかに該当する事業を営む（も
しくは営もうとする）方
　１独自の技術やアイデアを活かした新商品
の開発または新サービスを提供する事業

　２ＩＴ、バイオ、深層水に関する事業で、
競争優位性が認められる事業

　３地域貢献型事業（コミュニティビジネス）、
または中心市街地、商店街、共同店舗等
の空き店舗等を利用して行う事業で、地
域活性化に貢献する事業

　４グリーン・イノベーション（環境・エネ
ルギー分野）やライフ・イノベーション
（医療・介護分野）など、成長分野に関
する新商品の開発または新サービスを提
案する事業

　５とやま起業未来塾のビジネスプラン発表

会で入賞した事業計画に従って実施する
事業

３．助成金額・助成率
　１製造業、建設業
　　上限２００万円（助成率１／２以内）
　２卸売・小売・飲食・サービス業等その他
の業種

　　上限１００万円（助成率１／２以内）
４．助成対象経費
　機械設備費、器具工具備品費、構築物費
（不動産の取得、自動車の取得は除く）、店
舗改装費、原材料費・仕入高、外注加工費、
委託費、知的所有権出願経費、専門家謝金、
人件費（新規雇用者に係るものに限り、かつ
対象経費の２０％以内）、広告宣伝費、その他、
富山県新世紀産業機構理事長が適当と認める
もの。
５．お問い合わせ
富山県新世紀産業機構
中小企業支援センターTEL０７６－４４４－５６０５

インキュベーション施設の提供

　情報通信環境を整備したオフィススペース
を低廉な家賃で提供します。
１．対象
　新事業分野や研究開発に取り組む企業等
２．お問い合わせ
　富山県産業創造センター
　　TEL０７６６－２６－５１５１
　富山県総合情報センター
　　TEL０７６－４３２－１１１６
　富山県産業高度化センター
　　TEL０７６６－６２－０５００
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２　新事業展開、販路拡大を考えている人への支援

トライアル発注認定制度

　県が認定した中小企業者の開発した新商品
を県が試し買いし、使用後の意見をフィード
バックすることで、中小企業者の販路開拓や
商品開発を支援します。
１．対象者
　県内に事業所を有する中小企業者であって、
次に掲げる商品を県内で生産する事業者
２．対象となる商品
　申請日において、販売開始から３年以内の
ものであり、次に掲げる商品
　１県知事の承認を受けた経営革新計画に　
基づいて生産する商品

　２富山プロダクツとして選定された商品
　３富山県深層水協議会ブランドマークの使
用許諾を受けた商品

　４国、県又は富山県新世紀産業機構の助成
を受けて研究開発した商品

　５とやま起業未来塾のビジネスプラン発表
会で入賞した事業計画に基づいて生産す
る商品

　６新事業分野を開拓しようとする者が生産
する商品で、公的試験研究機関の推薦を
受けたもの

　トライアル発注制度の対象となる商品（医
薬品を除く）は、県の機関において使途が見
込まれるものでなければなりません。
　公共工事用資材に関しては、次に掲げる項
目のうち、いずれかに適合し、または準じて
いるなど、一定の品質を確保していることが
必要です。
　１日本工業規格（JIS）
　２富山県土木部土木工事共通仕様書、農林
水産部土木工事等共通仕様書

　　※サービス提供等の役務、医薬品は対象
となりません。

３．認定の効果
・認定事業者及び商品を県のHP・パンフレ
ット等にて紹介するとともに、県での率先

購入につとめます。
・県が購入した商品については、使用後の意
見をフィードバックします。

・認定事業者は、トライアル発注商品又はそ
の包装もしくは容器に、富山県トライアル
発注商品認定マークを表示することができ
ます。

・県融資制度『新事業展開支援資金（ブラン
ド力向上支援枠）』の対象企業（ただし認
定日から３年以内の企業に限る）となりま
す。

４．申請受付時期
　平成２５年７月
５．お問い合わせ
〈トライアル発注制度について〉
　富山県商工労働部経営支援課
　創業・ベンチャー係　TEL０７６－４４４－３２４７
〈公共工事用資材についての申請要件（一定
の品質）について〉
　富山県土木部建設技術企画課
　技術指導係　TEL０７６－４４４－３２９８
　富山県農林水産部農村整備課
　技術管理係　TEL０７６－４４４－３２９９
〈申請要件に関する推薦依頼について〉
　工業技術センター　TEL０７６６－２１－２１２１
　総合デザインセンター
　　TEL０７６６－６２－０５１０
　農林水産総合技術センター
　食品研究所　TEL０７６－４２９－５４００
　森林研究所　TEL０７６－４８３－１５１１
　木材研究所　TEL０７６６－５６－２９１５
　
とやま新事業創造基金（地域資源ファ
ンド・農商工連携ファンド）による助
成
　
　地域資源の活用や農商工連携による新商品
開発や新サービス開発に取り組む中小企業者
等へ資金面での支援を行います。 



―　　―３

１．対象者
　地域資源ファンド
　　富山県内に本社を持つ中小企業者
　農商工連携ファンド
　　１創業を行う者又は経営の革新を行う中

小企業者と農林漁業者との連携体
　　２自ら事業を行うNPO等の中小企業者

以外の者（NPO、商工会、商工会議所
等）と農林漁業者との連携体

２．対象事業
　地域資源ファンド
　　技術や農林水産品、観光資源など、富山
県の地域の資源を有効に活用して行う１
～３の事業
　農商工連携ファンド
　　中小企業者と農林漁業者が連携し、双方
の経営資源を有効に活用して行う１～３の
事業

　 

３．助成金額、助成率、助成期間
　（地域資源ファンド・農商工連携ファンド共通）
　助成金額：原則として上限６００万円
　助成率：１／２以内
　助成期間：最長３年間
４．助成対象経費
　（地域資源ファンド・農商工連携ファンド共通）
〈事業費〉
　専門家謝金、専門家旅費、職員旅費、印刷
製本費、広告宣伝費、展示会等出展料、会場
借料、保険料、通訳料、通信運搬費、産業財
産権等取得費（但し特許庁に納付される手数
料等を除く）、委託費（コンサルタント経費、
調査費等）など
〈試作・開発費〉
　原材料費、機械装置・工具器具備品費（改
良費・保守費を含む）、借損料、試験・検査
費、委託費（デザイン料、設計費、外注加工
費、コンサルタント経費、研究費等）など

１新商品を開発しようとする事業
２新サービスを開発しようとする事業
３１・２とあわせて販路を開拓しよう
とする事業

５．お問い合わせ　
　富山県商工労働部
　経営支援課　TEL０７６－４４４－３２４９
　富山県新世紀産業機構　取引設備支援課
　（地域資源）　 TEL０７６－４４４－５６５０
　（農商工連携）TEL０７６－４４４－５６０２

地域産業活性化事業補助金

　組合等が行う販路開拓事業及び人材育成事
業を支援します。
１．対象
　富山県内に事業所を有する組合等
２．概要
　販路開拓事業
　　補助率：事業費の１／２
　　上限額：３００万円
　人材育成事業
　　補助率：事業費の１／２
　　上限額：２００万円
２．対象事業
　販路開拓事業
　　展示会の開催又は見本市への参加
　　販路開拓指導等
　　販路開拓等を支援するための情報収集・
　分析及びその情報提供等を行う事業

　　その他地域産業の活性化に寄与する販路
開拓事業として県知事が適当と認めた事業

　人材育成事業
　　中小企業者、組合及びその従業員等を対
象にした経営、技術その他必要と認められ
る事柄に関する各種研修、講習、発表会等
の開催

　　中小企業者、組合及びその従業員等を対
象にした経営、技術その他必要と認められ
る事柄に関する各種研修、講習、発表会等
への派遣

　　後継者育成のために、子供から大人まで
を対象にした体験型授業や講習会等の開催

　　若者の定着を促進するための就職フォー
ラムの開催

　　人材情報等の情報収集・分析及びその情
報提供等を行なう事業
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　　その他地域産業の活性化に寄与する人材
育成事業として県知事が適当と認めた事業

２．お問い合わせ
　富山県商工労働部
　経営支援課　TEL０７６－４４４－３２４９

３　知的財産権等に関する支援

富山県地域団体ブランド発信
応援事業　　　　　　　　　

　事業協同組合等による地域ブランドの活用
を促進するため、地域団体商標などいわゆる
「地名入り商標」の出願に要する経費に対し
て補助します。
１．対象
　１「地域団体商標」の出願
　　商標法の定める要件を備えた事業協同組
合等
　２地名入りの「団体商標」の出願
　　商標法の定める要件を備えた一般社団法

人その他の社団及び事業協同組合等
２．対象経費　
　特許庁に支払う出願手数料（特許印紙代）、
出願及び先行調査に要する弁理士又は弁護士
の手数料
３．補助金額、補助率　
　補助金額：上限１０万円　　
　補助率：対象経費の合計額の１／２
４．お問い合わせ
　富山県商工労働部商工企画課
　新産業科学技術班
　　TEL０７６－４４４－３２４５

４　デザイン開発を考えている人への支援
　・商品や素材に応じた最もふさわしいデザ
イナーのご紹介

　・センターと企業との共同研究による商品
開発

　・全国規模のデザインコンペの応募作品の
中から技術にマッチしたものを選んで商
品化

３．設備利用
　商品開発のプロセスで欠かせない、試作模
型を使った形状検討を推奨しており、設備を
低料金で利用できるよう、開放しています。
　・デザイン＝３D設計ソフト、３Dプリ
ンターほか

　・施策模型＝モデリングマシン、石膏モデ
ル造形機ほか

　・カタログ用写真＝デジタル撮影室
４．お問い合わせ
　富山県総合デザインセンター
　　TEL０７６６－６２－０５１０

デザイン支援プログラム

　デザイン活用によるビジネス活性化を目指
して県内企業をバックアップします。
１．デザイン相談
　デザインの考え方や、商品企画・コンセプ
ト、形状に関するご相談に無料で対応、アド
バイスします。
　高岡地区

　 
　富山地区（完全予約制）
　 

　新川地区（完全予約制）
　 

２．商品開発支援
　企業の状況に合わせた様々な方法で、商品
開発をお手伝いします。

平日８：３０～１７：１５相談日
富山県総合デザインセンター場所

毎月第２・第４金曜１３：３０～１６：３０相談日
富山県総合情報センター場所

毎月第１金曜１３：３０～１６：３０相談日
富山県魚津総合庁舎場所
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県　の　融　資　制　度

◆設備投資の促進・新成長産業への挑戦

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金運転資金１　事業を営んでいない個人が事業を開始する予定があるもの
２　事業を開始した中小企業者であって創業後２年以内のもの創 業 者 枠

創業支援
資 金

設備資金運転資金

１　後継者不足等のため存続見通しがつかない中小企業者から当該事業を承継
するもの

２　相続時の資金繰りが困難なこと等により事業の存続見通しがつかない相続
人

（事業資産の取得資金、法人承継者による経営権（株式）買取資金、その他承
継事業の運営に必要な資金を対象）

事業承継支援枠

◆創業時の資金繰りを支援

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
※２　建物（土地）の取得については、事前にご相談ください。

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

工場・店舗・事務所等の新増設や機械設備・事業用車両・店舗設備等を導入す
る中小企業者（駐車場・資材置場等は対象になりません）設 備 投 資 促 進 資 金

設備資金

次の施設整備等を行い、子育て支援に関する環境整備に取り組む中小企業者
１　事業所内保育施設や授乳室の設置など子育てしやすい職場環境の整備
２　商店街の段差解消や小児用トイレ・ベビーシートの設置等の子育てバリア
フリー

少子化対策枠

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

次のいずれかの事業を営む中小企業者で、当該事業に必要な資金または産学官
連携により当該事業に係る新技術・新製品の研究開発等に必要な資金
１　再生可能エネルギー・資源有効活用に係る装置・部品等の製造業
２　医療・介護・健康関連分野の製造業
３　富山湾の海洋深層水を活用した製品の製造業
４　先端ものづくり分野（航空機、ロボット、次世代自動車、最先端IT）に係
る装置・部品等の製造業

新成長産業育成支援資金

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

再生可能エネルギー（太陽光、風力、中小水力、バイオマス、地熱）を利用し
た発電設備の導入を行う中小企業者

再生可能エネルギー
利 用 促 進 資 金
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．６％保証必須年１．４５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

３，０００
創業予定者
２，５００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．４５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）
※設備投資に伴い、建物（土
地）を同時に取得する場
合（※２）１０年以内（１
年以内）

５，０００
（うち運転資金３，０００）
※設備投資に伴い、建物
（土地）を同時に取得
する場合（※２）１億円

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

・支払い済みの資金は、融資対象になりません。

・設備資金は、資産として計上するものが対象になります。

利用上の注意点

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％

年１．９０％以内

取扱期間　　　　　　
平成２６年３月３１日まで

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）
※設備投資に伴い、建物（土
地）を同時に取得する場
合（※２）１０年以内（１
年以内）

５，０００
（うち運転資金１，０００）
※設備投資に伴い、建物
（土地）を同時に取得
する場合（※２）１億円

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内７年以内（１年以内）３，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

兼
験

券
鹸
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資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金運転資金福祉、環境、特産品の加工等、地域に貢献する事業（コミュニティビジネス）
を行う者で、有償で行われるなどビジネス要件を備えている事業者

地域貢献型事業
（コミュニティビ
ジネス）支援枠

新 事 業
展開支援
資 金

設備資金運転資金中小企業新事業活動促進法の認定（計画承認）を受けた事業を行う中小企業者
で、当該事業に要する資金経 営 革 新 枠

設備資金運転資金
現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行い、新事業の占
める割合が５年以内に１／４以上となることが見込まれる事業展開を行う中小
企業者または出資法人で、当該事業に要する資金

新 事 業 展 開
支 援 枠

設備資金運転資金現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行う建設業、卸・
小売業を営む中小企業者で、当該事業に要する資金

建設業等新分野
進 出 支 援 枠

設備資金運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者で、当該事業に必要な資金
１　地域産業資源活用事業計画、農商工等連携事業計画に係る事業または左記
事業に係る国の補助金、とやま新事業創造基金の補助金の交付決定を受けた
もの

２　「明日のとやまブランド」育成対象に選定された事業者
３　富山県トライアル発注制度の認定を受けた事業者（認定日から３年以内）
４　富山プロダクツに選定された事業者（選定日から５年以内）

ブランド力向上
支 援 枠

設備資金運転資金
海外市場へ進出するため、支店・営業拠点等の海外事業拠点の開設（合弁会社
等の海外現地法人の設立を含む）等を行う中小企業者
※県内事業所の規模縮小・従業員の減少を伴わないものを対象

海外市場開拓
支 援 枠

◆新事業展開・新商品や販路開拓の促進

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。

◆商業・商店街等の活性化

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

１　商店街
　設備資金
　運転資金
２　その他
３　組合
　設備資金

１　商店街において、出店（新規・空き店舗）、店舗の改装、集配センターの設
置を行う中小商業・サービス業者

２　空き店舗への出店、店舗の改装、集配センターの設置を行う中小商業・サ
ービス業者（商店街以外のエリアを対象）

３　商店街整備計画に基づきその環境整備を行う組合

商 業 ・ サ ー ビ ス 業
活 性 化 資 金

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

１　新幹線開業に際して、次の効果が期待できる店舗の出店・改装を行う中小
業者（飲食業、小売業、サービス業（宿泊業を除く）、旅行業）

　①県外・海外からの誘客が期待できる取組み
　②富山県の魅力を発信する取組み
２　新幹線開業に際して、観光客等の利便性向上のための二次交通の整備を行
う中小企業者

新 幹 線 開 業
対 策 枠
取扱期間
平成２８年３月３１日まで

設備資金

（一般枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者（中小企業以外のものを含む）
１　宿泊施設の新設、増設及び改修
２　宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
３　宿泊施設整備のために行われる土地の取得
４　設備の導入及び既存設備の改善

観光旅館施設
整 備 枠

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

（特別枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者
（中小企業者で富山県ホテル・旅館業生活衛生同業組合の組合員）
１　宿泊施設の新設、増設及び改修
２　宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
３　宿泊施設整備のために行われる土地の取得
４　設備の導入及び既存設備の改善
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

商工会議所または商工会の
認定書を添えて、取扱金融
機関を経由のうえ県経営支
援課

年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

２，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．７％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（３年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，５００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

４，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

４，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

７，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金
４，０００
運転資金
１，０００

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８／県観光課　０７６－４４４－４５６５

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％

１　商店街
　年１．５０％以内
２　その他
３　組合
　年１．６５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金
　１　商店街　５，０００
　２　その他　３，０００
　３　組合　　１億円
運転資金　　　　　
　１　商店街　１，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

５，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県観光課年０．３５％～年１．０５％

年２．１０％以内７年以内（１年以内）３，０００

年１．３５％以内

取扱期間　　　　　　
平成２８年３月３１日まで

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

取扱期間　　　　　　
平成２８年３月３１日まで
兼
験

券
鹸

兼
験

券
鹸
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資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

当該施設整備等に
要する設備資金

次の施設整備等を行う中小企業者
１　公害防止施設の整備
２　フロン等対策施設の整備
３　廃棄物のリサイクル施設の整備
４　地下水の保全・水資源の有効利用施設の整備
５　山岳地トイレの整備
６　温室効果ガスの排出抑制施設の整備
７　低公害車の導入　　　　　　　　　　　　　　等

環 境 施 設 整 備 資 金

◆環境にやさしい社会をめざして

◆地域産業の活性化

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金

次に掲げる事業を営む者で、地方公共団体等が造成した用地において、設備の
新増設を行い、事業開始後１年以内に新規雇用数が原則として５人以上となる
者（原則として中小企業）
①製造業　②卸売業　③道路貨物運送業　④倉庫業
⑤頭脳立地法関連１６業種　⑥その他知事が認める事業

企業立地促進枠

特定地域・
産 業
活 性 化
資 金

１　医薬品配置
　販売業者
　運転資金
２　医薬品
　製造業者等
　設備資金
　運転資金

（家庭薬振興資金）
１　県内に住所を有する医薬品配置販売業者等
２　県内に事業所を有する医薬品製造業者等

薬 業 振 興 枠 設備資金
運転資金

（和漢薬開発促進資金）
和漢薬を主とする医薬品の開発に必要な資金
県内に事業所を有する医薬品製造業者等

設備資金
（販売業者が購入
する懸場帳）

（懸場帳購入資金）
懸場帳の購入に必要な資金
県内に住所を有する医薬品配置販売業者

設備等資金

（薬業基盤強化資金）
事業の統合や承継など基盤強化を図るために必要な資金
１　県内に住所を有する医薬品配置販売業者
２　県内に事業所を有する医薬品製造業者

◆事業の活性化

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

運転資金事業の多角化や合理化、拡大を行うことにより、経営基盤を強化し事業の活性
化に取り組む中小企業者事業活性化促進資金

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県環境政策課

元金均等月賦償還

年０．３５％～年１．０５％

年１．９０％以内

６、７の場合
年１．３５％以内

７年以内（１年以内）
個別
３，０００
団体
５，０００

※県環境政策課　０７６－４４４－３１４１

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県立地通商課年０．４５％～年１．９０％年１．６５％以内１０年以内（２年以内）

２億円

知事特認
５億円

取扱金融機関を経由のうえ
県くすり政策課

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
　ただし試験機械器具につ
いては５年以内（１年以
内）

運転資金
　５年以内（１年以内）

医薬品配置販売業者
運転資金　５００

医薬品製造業者等
設備資金　３，０００

（ただし試験機械器具に
ついては５００）
運転資金　１，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金　５，０００
運転資金　２，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内１０年以内（３年以内）個人　３，０００
法人　７，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内１０年以内（１年以内）５，０００

※県立地通商課　０７６－４４４－３２４４／県くすり政策課　０７６－４４４－３２３６

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内５年以内（１年以内）３，０００

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８
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◆経営の安定・倒産の防止

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

運転資金従業員５０人（商業・サービス業は２０人）以下の小規模事業者等（償還方法を一
括返済にする場合、同日付けの新規貸付は対象になりません）

小 規 模 企 業 等 経 営
支 援 短 期 資 金

設備資金
運転資金従業員２０人（商業・サービス業５人）以下の小規模事業者（富山市以外）一 般 小 口 枠

小口事業
資 金

設備資金
運転資金従業員２０人（商業・サービス業は５人）以下の小規模事業者零 細 小 口 枠

運転資金経済の構造的要因等により、最近３ヶ月以上１年以内の期間の売上高が前年同
期比１０％以上減少または最近時決算において経常赤字の中小企業者地域産業対策枠

経営安定
資 金

運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者
１　最近３ヶ月の売上高または販売数量が前年同期比５％以上減少
２　原油等の売上原価依存率が２０％以上、かつ仕入価格上昇率が前年同期比
２０％以上増加、かつ、最近３ヶ月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合
が前年同期を上回っているもの

経済変動対
策緊急融資

取扱期間
平成２６年３月３１日
まで

円高対策は
平成２５年９月３０日
まで

設備資金
運転資金

〈円高対策枠〉
円高による輸出の減少等の直接的な影響や、円高を背景とした販売実績や取引
先からの受注の減少等の間接的な影響により、最近１ヶ月の売上高または販売
数量が前年同月比３％以上減少、かつ、その後２ヶ月を含む３ヶ月の売上高等
が前年同期比３％以上減少することが見込まれる中小企業者

運転資金地域産業対策枠の要件中、最近３ヶ月以上を１ヶ月以上と緩和した要件を満た
し、商工調停士の指導を受けている中小企業者

経 営 安 定
特 別 分

設備資金
運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者で、具体的で実現可能な経営改善計画を金
融機関と連携して策定しているもの
１　最近時決算において経営赤字の者
２　㈱整理回収機構へ貸付債権が譲渡された者
３　民事再生法等による法的再建手続きを行う者
４　中小企業再生支援協議会から再生支援の認定を受けた者
５　信用保証協会の企業再生支援チームの支援を受けている者
６　㈱地域経済活性化支援機構の支援を受けている者
７　とやま中小企業再生支援ファンドの支援を受けている者

企業再生支援枠

運転資金国または信用保証協会が指定した倒産企業に５０万円以上の債権を有する中小企
業者（事業実績１年未満でも利用可）連鎖倒産防止枠

１　一般枠
　県の融資制度
（県小口事業資
金、小規模企業
者等経営支援短
期資金を除く）
のほか、金融機
関の保証付既往
債務（※２）の
借換え

２　小口枠
　県小口事業資金
の借換え

最近３ヶ月間の売上高が過去３年間のいずれかの年の同期と比べて５％以上減
少しており、経営改善計画を策定し、借換えを行うことにより経営の改善が期
待される中小企業者

緊 急 経 営 改 善 資 金

取扱期間
平成２６年３月３１日まで

兼
献
験
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献
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※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
※２　借換えの対象については、事前に信用保証協会にご相談ください。
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２５年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２５年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関年０．３５%～年１．０５%年１．９０％以内１年以内６００

市町村、商工会議所又は商
工会を経由のうえ取扱金融
機関

※取扱は市町村が特定する
金融機関に限る

年０．６%　保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年０．５%

年２．００％以内

設備資金　７年以内
運転資金　５年以内
（ただし、最近決算におい
て２期連続して経常赤字を
計上しており、かつ、県内
の商工会議所、商工会また
は中小企業支援センターに
おいて経営指導を受けてい
る場合は７年以内）

零細小口枠との合計で
１，５００（無担保）

（保証債務残高が１，２５０
万円以下等の条件を満た
す者にあっては、無担保
無保証）

市町村、商工会議所または
商工会を経由のうえ取扱金
融機関

※取扱は市町村が特定する
金融機関に限る

年０．７%　保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年０．５%

年２．００％以内

設備資金 ７年以内
運転資金 ５年以内
（ただし、最近決算におい
て２期連続して経常赤字を
計上しており、かつ、県内
の商工会議所、商工会また
は中小企業支援センターに
おいて経営指導を受けてい
る場合は７年以内）

信用保証協会の保証付き
融資残高との合計で
１，２５０（無担保）

（保証債務残高が１，２５０
万円以下等の条件を満た
す者にあっては、無担保
無保証）

商工会議所または商工会の認
定書を添えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内７年以内（１年以内）５，０００

市町村の認定書を添えて取
扱金融機関年０．３５％～年１．０５％

保証必須

セーフティネット保証
５号利用の場合
年０．５％

年１．４５％以内７年以内（１年以内）８，０００
（既存枠含む）

商工会議所または商工会の認
定書を添えて取扱金融機関
※設備資金を利用の際は、
商工会議所または商工会の
認定書を添えて、取扱金融
機関のうえ県経営支援課

年１．３０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　７年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金８，０００）
（運転資金は既存枠含む）

上記地域産業対策枠の認定
書及び富山、高岡、氷見、魚
津の各商工会議所または富
山県商工会議所連合会の推
薦書を添えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内７年以内（１年以内）１，５００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．６５％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　７年以内（１年以内）

１億円

取扱金融機関年０．６％　保証必須年１．６５％以内７年以内（１年以内）５，０００
（ただし債権額を限度）

商工会議所または商工会の
認定書及び実施計画書を添
えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内１０年以内（１年以内）

１　８，０００
２　１，５００

借換と同額（上限１，０００）
までの新規運転資金を含
む
※運転資金のみ利用不可
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※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８
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１　ベンチャー企業等への投資
　　（公財）富山県新世紀産業機構が新技術、新製品、新サービスの研究開発や事業化といった富
山を元気にする活動に取り組む企業に対し、その発行する株式や社債を引き受けることによって、
長期低利の資金を提供します。

２　地域貢献型事業者への支援
　　地域貢献型事業（地域の資源を活用し、地域の課題を解決し、地域に貢献するコミュニティビ
ジネス）を営むNPO法人等が県制度融資を利用して借入を受ける際に債務保証を行い、活動を
支援します。

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド事業

県 の 投 資 等 支 援 制 度

１．元気ファンドとは

２．ベンチャー企業等への投資
１　対象者　次のいずれかの要件を満たす者
　①　創業者・創業予定者
　　　事業を営んでいない個人が事業を開始する予定の者又は事業を開始した中小企業者であって、
創業１年未満の者

　②　中小企業新事業活動促進法関連企業
　　　中小企業新事業活動促進法に基づく、経営革新計画の承認又は異分野連携新事業分野開拓計
画の認定を受けた事業を行う者

　③　産学官連携企業
　　　産学官の連携により事業展開（研究開発・技術の実用化等）を行う者又は大学発ベンチャー
企業（大学での研究をもとに教員・学生等が創業するもの）

２　内容
　①　間接投資
　　　機構の原資預託を受けたベンチャーキャピタルから中小企業が投資（株式取得・社債引受）
を受けるもの。

　　【限　度　額】５，０００万円
　　【利　　率】発行時の長期プライムレート以下（固定）
　　【担　　保】不要
　　【償還期間】１０年以内
　②　直接投資
　　　間接投資によりベンチャーキャピタルから投資を受けた中小企業が機構から直接投資（社債
引受）を受けるもの。

　　【限　度　額】１，０００万円
　　【利　　率】発行時の長期プライムレート以下（固定）
　　【担　　保】不要
　　【償還期間】１０年以内
　③　債務保証
　　　中小企業が社債発行による資金調達を行う場合に、機構が債務保証するもの。
　　【保証料率】年０．５％
　　【保証割合】社債引受元本の７０％
　　【保証期間】社債の引受期間
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（公財）富山県新世紀産業機構中小企業支援センター　支援マネージャーグループ

〒９３０－０８６６　富山市高田５２７番地（情報ビル１階）
TEL（０７６）４４４－５６０５　　FAX（０７６）４４４－５６４６

連絡先

３．地域貢献型事業者（コミュニティビジネス事業者）への支援
１　対象者
　　地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠の融資を受ける者で、信用保証協会の保証制
度の対象とならない者（NPO法人や中小企業者以外の個人、グループ等）

２　内容
　①　債務保証
　　　上記対象者に機構が債務保証するもの
　　【保証料率】年０．８％
　　【保証割合】融資額の７０％
　　【保証期間】融資償還期間

○　融資対象者
　　原則として富山県内の地域で活動を行う方で、県税を完納している方がご利用できます。また、こ
の融資制度の利用の要件としては、
　　①有償で行われ、雇用の対価が支払われる等のビジネス要件を備えていること
　　②福祉、環境、まちづくり等、地域の課題を地域の資源で解決する等、地域に貢献する事業で

あること
　　③活動の拠点となる商工会議所、商工会の認定を受けていること
　　以上の３点を全て満たしていることが条件であり、これらの要件を満たす場合は、これからコミュ
ニティビジネスを行おうとしている方でも対象となります。
　　中小企業者以外の個人、グループ、NPO法人等も融資の対象者としています。
○　融資内容

設備資金、運転資金資 金 使 途
２，０００万円限 度 額
設備資金７年以内（うち据置期間１年以内）
運転資金５年以内（うち据置期間１年以内）期 間

１．５０％（平成２５年４月１日現在）融 資 利 率
商工会議所又は商工会の認定書を添えて取扱金融機関を経由のうえ県経営支援課融 資 申 込 先
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県制度融資・地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠と県制度融資・地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠とはは

４．しくみ

ベンチャーキャピタル ベンチャー企業 コミュニティビジネス事業者
（NPO等）

株式取得・社債引受

金融機関

地域貢献型事業
（コミュニティビジネス）支援枠

債務保証

（公財）富山県新世紀産業機構

元気とやま中小ベンチャー
総 合 支 援 フ ァ ン ド

①間接投資
（預託）

③社債債務保証
②直接投資
（社債引受）
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中小企業高度化資金貸付制度
１．中小企業者が、他の事業者との連携若しくは事業の共同化を行い、又は中小企業の集積の活性
化に寄与する事業を行う場合に所要資金の一部を長期、低利で融資する制度です。

小規模企業者等設備導入資金貸付制度
　公益財団法人富山県新世紀産業機構では、県内の小規模企業者等の皆さまが、①経営基盤の強化
を行われるとき、または②新たに事業を起こされる（創業する）ときに必要な設備の導入促進を図
るため、設備資金の貸付を行っています。

◆設備資金貸付制度
　本制度は、企業の経営基盤の強化、または創業のための設備投資を行う事業者の皆さまに、必要
と認められる設備に対して、その資金の５０％以内を限度として無利子で融資する制度です。

対象設備融資対象企業名称

１　経営基盤の強化を図
るために新たに導入す
る必要があると認めら
れる設備

２　事業を行うために必
要があると認められる
設備

①これから創業する者又は創業後１年未
満の者１　原則として、従業員２０人以下（商

業・サービス業５人以下）の小規
模企業者

２　一定要件を満たし、小規模企業
者になることが見込まれる創業者
及び創業予定者

貸 付 ②創業後１年以上５年未満経過したもの

③創業後５年以上経過したもの

その他法律に基づく貸付制度

貸付の相手方内　　　　　　　　　　　容資　金　の　種　類

事業協同組合等
原則組合員等が１０人以上
の組合であること

事業協同組合等の組合員が、工場団地・卸団地等の一定の地区（一の
団地又は主として一の建物）に集合して事業を行うため、工場、事業
場、店舗その他の施設を設置する事業

集 団 化 事 業

事業協同組合等
原則組合員等が１０人以上
の組合であること

事業協同組合等の組合員が、当該組合員が集積している一定の区域（商
店街、工場街又は工業・店舗等の集団化された区域）において、経営
の合理化を図るため、工場、事業場、店舗その他の施設を整備する事
業

集 積 区 域 整 備 事 業

事業協同組合等事業協同組合、共同出資会社等が、共同店舗、共同工場等の建物を設
置する事業施 設 集 約 化 事 業

事業協同組合等事業協同組合等が、組合員の共同利用に供する施設を設置する事業共 同 施 設 事 業

事業協同組合等事業協同組合等が、生産の効率化、経営の合理化、公害防止その他の
改善に必要な設備を一括取得し、組合員に買取予約付で賃貸する事業設 備 リ ー ス 事 業

１　特定会社
　（地方公共団体が出資し、
出資者の２／３以上が中小
企業者など）

２　一般社団法人等
　（一般社団法人にあっては
その社員総会における議決
権、一般財団法人にあって
は、設立時の拠出総額の１
／２以上が地方公共団体及
び事業協同組合等であるこ
となど）

３　商工会、商工会議所

まちづくり会社等が各種コミュニティ施設（コミュニティホール、ポ
ケットパーク等）の整備を行う事業と、併せてショッピングセンター
型の商業店舗の整備を行う事業

商店街整備等支援事業
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２．主要な資金種類別の貸付条件等については次の通りですが、中小小売商業振興法や中心市街地
活性化法などの法律の認定を受けて実施する事業等は無利子貸付けになる場合がありますので、
詳細については、県経営支援課にお問い合わせ下さい。
３．この資金の借入れに当たっては、事業の計画作成段階から、県の指導、診断を受ける必要があ
りますので、計画が具体化する前に、県経営支援課（TEL０７６－４４４－３２４９）にご相談下さい。

（利率については、変更になることがあります。）

 
（公財）富山県新世紀産業機構

中小企業支援センター　取引設備支援課
〒９３０－０８６６　富山市高田５２７番地

TEL（０７６）４４４－５６０２　　FAX（０７６）４４４－５６４４

連絡先

申　込　先
融　　資　　条　　件

担　　保保証人償還方法期　間利　率限　度　額（万円）

富山県新世紀産業機
構

・貸付対象設備を
譲渡担保
・その他不動産担
保を徴求する場
合がある。

法人は
３名
個人は
２名
うち１名
は第三者

均等年賦の約束
手形による

７年以内
（１年据置）
公害防止設備に
ついては１２年以
内（１年据置）

無利子

対象設備額の１／２以内
①２５～４，０００

対象設備額の１／２以内
②５０～６，０００

対象設備額の１／２以内
③５０～４，０００

兼
献
験

券
献
鹸

貸　付　限　度償還方法貸　付　期　間
（うち据置期間）貸付利率貸　付　対　象　施　設

整備資金（貸付対象施設を
取得し、造成し、又は設備
するのに必要な資金）の
８０％以内

年賦
（元金均等償還）２０年以内（３年以内）年１．０５％

集団化に必要な土地、建物、構築
物、設備（共同施設等の設備に限
る。）

〃〃〃〃
施設整備に必要な土地、建物、構
築物、設備（共同施設等の設備に
限る。）

〃〃〃〃共同化に必要な土地、建物、構築
物、設備

〃〃〃〃共同利用に必要な土地、建物、構
築物、設備

〃〃当該設備の耐用年数を勘案して
知事が定める期間〃リースに必要な設備、附属設備

〃〃２０年以内（３年以内）無利子商店街整備等支援事業に必要な土
地、建物、構築物、設備
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政府系金融機関等による金融一覧１

※商工中金には上記のほか独自の総合支援策がありますので、詳細は商工中金へお尋ね下さい。

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

株式会社商工組合中央金株式会社商工組合中央金庫庫

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

資本金の額若しくは出資の総額が１億円以下の法人又は常時
使用する従業員の数が１００人以下の法人・個人卸 売 業

普 通 貸 付
（ 一 般 貸 付 ）

資本金の額若しくは出資の総額が５，０００万円以下の法人又は
常時使用する従業員の数が５０人以下の法人・個人小 売 業

資本金の額若しくは出資の総額が５，０００万円以下の法人又は
常時使用する従業員の数が１００人以下の法人・個人サ ー ビ ス 業

特定設備資金資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下の法人又は常時
使用する従業員の数が３００人以下の法人・個人

製造業、建設業、
運輸業、その他

運転資金
設備資金

常時使用する従業員が２０人以下（商業・サービス業の場合５人以下）の方で商
工会議所会頭、商工会会長又は都道府県商工会連合会会長の推薦を受けた方経 営 改 善 貸 付

運転資金
設備資金新たに事業を始める方、事業開始後おおむね５年以内の方新 規 開 業 資 金

新
　
企
　
業
　
育
　
成
　
貸
　
付

主
　
な
　
特
　
別
　
貸
　
付

運転資金
設備資金

女性又は３０歳未満か５５歳以上の方であって、新たに事業を始める方、事業開始
後おおむね５年以内の方

女性、若者／シニア
起 業 家 資 金

運転資金
設備資金新たに経営多角化、事業転換などにより、第二創業などを図る方など

新 事 業 活 動
促 進 資 金

運転資金
設備資金新たに事業を始める方または事業開始後で税務申告を２期終えていない方新創業融資制度

※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

商工中金の株主となっていただいている中小企業の各種団体とその構成員
（注）このほか中小企業の共同出資会社やメンバーの皆様方の海外法人等も融資

対象となります。
一 般 貸 付
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株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）設
備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お尋ね下さい

４，８００万円

２０年以内
（うち据置期間２年以内）７，２００万円

商工会議所、商工会等無

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

１，５００万円

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）

（※２）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間３年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※３）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

無

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）
設備　１０年以内
（うち据置期間６ヶ月以内）

１，５００万円

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１年以内
※３　特に必要な場合は３年以内
※４　特に必要な場合は２０年以内

株式会社商工組合中央金庫　富山支店０７６－４４４－５１２１　高岡支店０７６６－２５－５４３１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

商工中金
商工中金の代理店
になっている信用
組合、信用金庫で
もご利用いただけ
ます。

必要と認めるもの
要

運転　原則として１０年以内
（据置期間２年以内）
設備　原則として１５年以内
（据置期間２年以内）

商工中金
所定利率

兼
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
鹸
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政府系金融機関等による金融一覧２

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

廃業歴のある方など、一定の要件に該当する方であって、新たに事業を始め
る方
又は事業開始後おおむね５年以内の方

再 チ ャ レ ン ジ
支 援 融 資

新
企
業
育
成
貸
付

主
　
　
な
　
　
特
　
　
別
　
　
貸
　
　
付

運転資金
設備資金情報化投資を行う方Ｉ Ｔ 資 金

企

業

活

力

強

化

貸

付

運転資金
設備資金

卸売業、小売業、飲食サービス業またはサービス業を営む方で、店舗の新築・
増改築や機械設備の導入を行う方など

企 業 活 力
強 化 資 金

運転資金
設備資金海外展開を図る方海 外 展 開 資 金

運転資金
設備資金

社会貢献型事業を営む方、承認企画立地計画などに従って事業を行う方
または雇用創出効果が見込まれる方など

地域活性化・雇用
促 進 資 金

運転資金
設備資金

非化石エネルギー設置や省エネルギー効果の高い設備を導入する方または環
境対策の促進を図る方

環境・エネルギー
対 策 資 金

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
貸
付

設備資金
一部運転資金

食品関係の小売・製造小売業または花き小売業を営む方で、店舗の新築・増
改築、機械設備の導入、フランチャイズチェーンへの加盟などを行う方食 品 貸 付

運転資金
設備資金

中小企業再生支援協議会の関与もしくは民事再生法に基づく再生計画の認可
などにより企業の再建を図る方または事業を承継する方

企業再建・事業
承 継 支 援 資 金

企
業
再
生
貸
付

※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。
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株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動
産、有価証券等）な
どにつきましてはお
客様のご希望を伺い
ながらご相談させて
いただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お尋ね下さい

２，０００万円

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　２０年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内（※３）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　原則　５年以内
（うち据置期間原則１年以内）
設備　原則　１３年以内
（新規開業支援設備資金などは
原則１５年以内（※５））
（うち据置期間原則２年以内）
（新規開業支援設備資金などは
原則３年以内）

７，２００万円
（事業協同組合は

１億１，０００万円）
（うち運転資金４，２００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１５年以内
※３　一部の対象者が特に必要な場合は２０年以内
※４　特に必要な場合は２年以内
※５　特に必要な場合は２０年以内
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政府系金融機関等による金融一覧３

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

設備資金生活衛生関係の事業を営む方一 般 貸 付

生

活

衛

生

貸

付

運転資金
設備資金

生活衛生関係の事業を営む方であって振興計画の認定を受けた生活衛生同業組
合の組合員の方振 興 事 業 貸 付

運転資金
設備資金

生活衛生関係の事業を営む小規模事業者の方（常時使用する従業員の数が５人
以下の会社または個人）であって、生活衛生同業組合（組合が設立されていな
い場合は、生活衛生営業指導センター）の長の推薦を受けた方

生活衛生改善貸付

運転資金
設備資金

社会的、経済的な環境の変化などにより、一時的に業況の悪化を来している方
で中長期的に業況が回復し、かつ、発展することが見込まれる方経営環境変化資金

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付

運転資金金融機関との取引状況の変化により、一時的に資金繰りに影響を来している方
で中長期的に資金繰りが改善し、経営が安定することが見込まれる方金融環境変化資金

運転資金取引企業などの倒産により、経営に困難を来している方運転資金
取 引 企 業 倒 産
対 応 資 金

※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

１３年以内
（一般公衆浴場は３０年以内）
（独立開業設備資金は１５年以
内（特別な場合は２０年以内））
（うち据置期間１年以内（返
済期間が７年超の場合２年以
内））

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お）尋ね下さい

７，２００万円～４億円
業種によって異なります

生活衛生同業組合

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）

（※２）
設備　１８年以内
（うち特別な場合は２０年以
内）
（据置期間２年以内）

　運転　　５，７００万円　　　
設備　１億５，０００万円～
　　７億２，０００万円

業種によって異なります

無

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

１，５００万円

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※３）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

４，８００万円
（※生活衛生貸付は５，７００万円）

運転　５年以内（※３）
（うち据置期間１年以内）
（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

別枠４，０００万円以内

５年以内（※３）
（うち据置期間３年以内）別枠３，０００万円以内

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１年以内
※３　特に必要な場合は８年以内
※４　特に必要な場合は３年以内

株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１
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政府系金融機関等による金融一覧４

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業【直接貸付株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】】

特定事業を営む中小企業の方
◆次の業種の方は対象になりません：農業、林業、漁業、金融保険業（保険媒介代理業及び保険サ

ービス業を除く）及び不動産業のうち住宅及び住宅用土地賃
貸業、医療、福祉（福祉医療機構の貸付対象とならないもの
を除く）など

◆中小企業の規模
　・製　造　業：資本金３億円以下又は従業員３００人以下
　・卸　売　業：資本金１億円以下又は従業員１００人以下
　・小　売　業：資本金５千万円以下又は従業員５０人以下
　・サービス業：資本金５千万円以下又は従業員１００人以下

貸付条件
資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名 限度額

（特別利率適用限度）

６億円
（６億円）

設備資金
長期運転資金

高い成長性が見込まれる新たな事業を行う中小企業者であっ
て、一定の条件を満たす方新 事 業 育 成 資 金

７億２千万円
（２億７千万円）

設備資金
長期運転資金

①「経営革新計画」の承認を受けた方
②「新連携計画」又は「農商工連携計画」の認定を受けたプ
ロジェクトに係る連携体を構成する方

③地域産業資源活用事業計画の認定を受けた方など
新事業活動促進資金

７億２千万円
（２億７千万円）

設備資金
長期運転資金

情報技術の普及変化に関連した事業環境の変化に対応するた
めの情報化投資を行う方ＩＴ活用促進資金

７億２千万円
（６億７千万円）

設備資金
長期運転資金

特定の地域において一定の雇用創出効果が見込める設備投資
を行う方、「企業立地計画」又は「事業高度化計画」の承認を
受けた方など

地域活性化・雇用
促 進 資 金

７億２千万円
（２億７千万円）

設備資金
長期運転資金

経営の近代化、合理化及びものづくり基盤技術の高度化を進
める方企業活力強化資金

７億２千万円設備資金
長期運転資金

一時的な売上高の減少等業況が悪化している方、社会的な要
因による業況悪化により資金繰りに支障をきたしている方な
ど

経 営 環 境 変 化
対 応 資 金

※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さ
い。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率

中小企業事業窓口

◆保証人（経営責任者の方）が必要です。ただ
し、一定の要件を満たす場合には、経営責任
者の方の個人保証を免除又は猶予する制度も
あります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご
相談のうえ決めさせていただきます。

〈固定金利型〉
設備　１５年以内
運転　７年以内

特別利率③
ただし６年目以降は基準利率

＋０．２％
－０％～０．２％

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利①，③
－０％～０．２％

〃〃設備　１５年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率
①，②

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率①，②，③

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率①，②，③

〃〃設備　１５年以内
運転　８年以内

基準利率基準利率
－０%～－０．６％

株式会社日本政策金融公庫　富山支店中小企業事業　０７６－４４２－２４８３
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政府系金融機関等による金融一覧５

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業【直接貸付株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】】
貸付条件

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名 限度額
（特別利率適用限度）

別枠３億円設備資金
長期運転資金

金融機関との取引状況の変化により、一時的に資金繰りが悪
化している方

金 融 環 境 変 化
対 応 資 金

７億２千万円設備資金
長期運転資金

〈アーリーDIP〉
民事再生法の規定による再生手続開始の申立て等を行った方

企業再生支援資金
〈レイターDIP〉
民事再生法に基づく再生計画の認可決定等を受けた方

７億２千万円
（２億７千万円）

設備資金
長期運転資金

経営改善又は経営再建等に取り組む方、倒産した企業、経営
難の状態にある企業や後継者不在等により事業継続が困難と
なっている企業から事業を承継する方、経営の安定化を図る
ため自己株式を取得する方など

企業再建・事業承継
支 援 資 金

適用する特別貸付
制度の貸付限度額設備資金特別貸付制度（注）による設備資金の貸付を受ける方（注）

一部をご利用いただけない貸付制度もあります。
設備資金貸付利率
特 例 制 度

兼
献
験

券
献
鹸

名古屋中小企業投資育成株式会名古屋中小企業投資育成株式会社社

※このほか海外展開資金、環境・エネルギー対策資金等各種特別貸付があります。
※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さ
い。
【代理貸付】
　当公庫中小企業事業の代理店の窓口にご相談ください（ほとんどの銀行、信用金庫、信用組合が代理店です）。

貸付条件資　金　使　途融　　資　　対　　象区　　　　　分

増資後議決権比率の
５０％以内

新株予約権付社債
等の場合は、引受
時において当該予
約権を行使したと
仮定した場合、議
決権比率が５０％以
内となる範囲

設備資金
運転資金

経営に特色があり成長意欲のある企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

一 般 投 資

先端的・独創的な技術またはノウハウをもつ研究開発型企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

ベンチャービジネス
投 資

創業資金

起業家が会社を設立する場合や既存企業か新規事業へ進出を
図るために新会社を設立する場合、もしくは設立後５年以内
の企業
《投資の種類》
①設立新株投資
・株式会社の設立に際して発行される株式の引受
②創業期投資
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

創業投資（設立新株
投資・創業期投資）

兼
献
献
献
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
献
献
献
鹸

※株式会社日本政策金融公庫中小企業事業でも申し込みの取次をしています。
※なお、投資した後は資本金が３億円を超えても、追加投資は可能です。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率

中小企業事業窓口

◆保証人（経営責任者の方）が必要です。ただ
し、一定の要件を満たす場合には、経営責任
者の方の個人保証を免除又は猶予する制度も
あります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご
相談のうえ決めさせていただきます。

設備　１５年以内
運転　８年以内基準利率

〃〃１年以内基準利率
＋２．５％

〃〃設備　１０年以内
運転　５年以内

基準利率
＋１．０％

〃〃設備　２０年以内
運転　１０年以内

特別利率
①，③

〃〃（適用する特別貸付制
度の期間内）

貸付後２年間の基準利率・特
別利率－０．５％

株式会社日本政策金融公庫　富山支店中小企業事業　０７６－４４２－２４８３

条　　　　　　　　　　　　　　　　　件配当・利率

（一般投資）
①資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円超でも可）
　投資育成会社の引受けによって、資本金が３億円を超えることは可
②業種は、風俗営業等およびその経営内容が公序良俗に反するもの、または一時的もしくは投機的な
ものは対象外

　製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業など、ほとんどの業種が対象
③原則として、一定水準の利益を上げており、今後も成長発展する見込みがあること

（株式）一定の安定配当をお
願いします

（社債）長期プライムレート
を参考にして決めま
す。

（ベンチャービジネス投資）
①一般投資の①及び②の条件を満たしていること
②先端的・独創的な技術またはノウハウに裏付けられた製品の製造あるいはサービスの提供を行って
いること

③売上高に対する試験研究費の比率が過去２期にわたり３％以上であること
④会社設立後または新事業進出後１０年以内であること

（創業投資）
①設立予定の会社の設立登記時の資本金が、３億円以下の株式会社であること（特例法に該当される
場合３億円超でも可）

②設立予定の会社の業種が、一般投資の②の条件を満たしていること
③設立予定の会社の経営者が、事業の経営に関する知識・経験等を有するなど、その経営力が認めら
れること

④設立予定の会社の事業計画に妥当性が認められ、かつその事業が将来、成長発展する見込があるこ
と

⑤原則として、投資後５年を経過した年度より、一定水準以上の配当が維持できる利益が見込まれる
こと

⑥設立後５年以内の会社の場合には、資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円
超でも可）であって、上記②～⑤の条件を満たしていること

名古屋中小企業投資育成株式会社　０５２－５８１－９５４１　URL　http://www.sbic-cj.co.jp/
〒４５０－０００３　名古屋市中村区名駅南一丁目１６番３０号（東海ビル７階）



―　　―２７

主な信用保証制主な信用保証制度度

信 用 保 証 協 会 保 証 制 度

資金使途対　　象　　資　　金　　等制　　度　　名

運転資金
設備資金経営の安定に必要な資金（欄外参照：市町村長の認定）

経 営 安 定 関 連 保 証
（セーフティネット保証）

運転資金
設備資金

金融機関と認定経営革新等支援機関への支援を受けつつ、自ら事業計画を策
定し、計画の実行と金融機関への当該計画の進捗報告を行う中小企業者の事
業計画の実施に必要な資金

経 営 力 教 科 保 証
（ 経 営 力 強 化 ）

運転資金
設備資金

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づいて、個人が創業又は
新たに企業を設立して行う事業の実施に必要な資金創 業 等 関 連 保 証

運転資金
設備資金

産業活力再生特別措置法に基づいて、個人が創業又は新たに企業を設立して
行う事業の実施に必要な資金創 業 関 連 保 証

運転資金
設備資金

過去に経営状況の悪化により事業を廃業もしくは、会社を解散した経験を有
する創業者で一定の要件を備える中小企業者の事業資金再 挑 戦 支 援 保 証

運転資金
設備資金一時的かつ緊急的な資金需要に対応できる事業資金予 約 保 証

運転資金
設備資金継承事業者が中小企業承継事業再生を実施するために必要な資金中小企業承継事業関連保証

運転資金
設備資金

経営者の死亡や退任等によって経営を承継する場合に必要な議決権株式や事
業用資産等の取得資金に対する保証（主務大臣の認定）経 営 承 継 関 連 保 証

運転資金
設備資金

主務大臣の認定を受けた農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を
行う中小企業者等の事業資金農商工等連携事業関連保証

運転資金
設備資金

主務大臣の認定を受けた農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支
援事業を行う一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利法人の事業
資金

農商工等連携支援関連保証

運転資金
設備資金中小企業者の発行する社債（私募債）に対する保証中小企業特定社債保証

運転資金
設備資金

売掛債権、棚卸資産を担保とした融資に対する保証（ただし、棚卸資産を担
保とする場合は法人に限る）流動資産担保融資保証

運転資金
設備資金

民事再生手続又は会社更生手続を申立てた中小企業者であって、再生計画認
可後３年が経っていない、かつ再生計画を完遂していない中小企業者の事業
資金

事 業 再 生 保 証

運転資金
設備資金

金融機関の支援が得られており、事業の再建に合理的な見通しが認められ、
一定の要件を備える中小企業者の事業資金事業再生円滑化関連保証

●経営安定関連保証（セーフティネット保証）の利用に係る認定について
　経営安定関連保証を利用する場合は、次のいずれかに該当することについて、本店（個人事業主の方は主たる事業所）の所在地を管轄する市町村長の認定を受け

る必要があります。
（１号）再生手続開始申立等関係
　　　　民事再生手続開始の申立等を行った指定大型倒産事業者に対して５０万円以上の売掛債権又は前渡金返還請求権を有していること、又は同事業者との取引を

２０％以上の規模で行っていること
（２号）事業活動の制限関係
　　　　事業活動の制限を行っている指定事業者との直接又は間接的な取引を２０％以上の規模で行っており、又は指定地域内で１年以上継続して事業を行っており、

売上高等が減少していること
（３号）地域・業種関係
　　　　指定地域内で指定業種に属する事業を１年以上継続して行っており、災害その他突発的に生じた指定事由の発生に起因して、売上高等が減少していること
（４号）地域関係
　　　　指定地域内で１年以上継続して事業を行っており、災害その他突発的に生じた指定事由の発生に起因して、売上高等が減少していること
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富山県信用保証協会　本　　　所　TEL０７６－４２３－３１７１　FAX０７６－４９３－０８２９　〒９３０－８５６５　富山市総曲輪２丁目１番３号
　　　　　　　　　　高岡相談室　TEL０７６６－２１－６８２０　FAX０７６６－２１－６８６４　〒９３３－０９１２　高岡市丸の内１番４０号
　　　　　　　　　　【　〃　相談室（相談日：火曜日・木曜日９：００～１７：００）】URLhttp://www.cgc-toyama.or.jp/

担　　　保保証料率（年）（※１）融　資　利　率保証期間
（うち据置期間）保　証　限　度　額

必要に応じ１～６号０．８０％
７～８号０．６８％

金融機関
所定利率定めなし

〈別枠〉２億８，０００万円
破錠金融機関関連の要件を満たす場合
　　　　３億８，０００万円
　（組合４億８，０００万円）

必要に応じ

０．４５％～１．７５％
※３

責任共有対象外の既保証を
同額以内で借り換える場合

０．５０％～２．００％
（責任共有対象外）

※３

金融機関
所定利率

運転資金
５年以内（１年以内）
設備資金
７年以内（１年以内）
概保障を借り換える場合
１０年以内（１年以内）

　　　　２億８，０００万円
（組合４億８，０００万円）

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）

　　　　　　１，５００万円
〔普通保証の無担保枠８，０００万円以内〕

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）

　　　　　　１，０００万円
ただし、再挑戦支援保証との合計額
で１，０００万円以内。また、普通保証
の無担保枠８，０００万円以内｡

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）

　　　　　　１，０００万円
ただし、創業関連保証との合計額で
１，０００万円以内。また、普通保証の
無担保枠８，０００万円以内｡

必要に応じ
責任共有保証料率　　０．６０％～１．９０％
責任共有外保証料率　０．７０％～２．２０％
（小口零細企業保証制度利率）

金融機関
所定利率５年以内　　　　　　２，０００万円

必要に応じ０．４５％～１．９０％金融機関
所定利率１０年以内　　　　２億８，０００万円

　（組合４億８，０００万円）

必要に応じ責任共有保証料率　　０．４５％～１．９０％
責任共有外保証料率　０．５０％～２．２０％

金融機関
所定利率

運転資金１０年以内
設備資金１５年以内〈別枠〉２億８，０００万円

保証金額８，０００万
円超は原則として

有担保

責任共有保証料率　　０．６８％又は０．８５％
責任共有外保証料率　０．８０％又は１．００％

金融機関
所定利率定めなし〈別枠〉２億８，０００万円

　（組合等４億８，０００万円）

必要に応じ責任共有保証料率　　１．１５％
責任共有外保証料率　１．３５％

金融機関
所定利率定めなし〈別枠〉２億８，０００万円

必要に応じ０．４５％～１．９０％（支払金利）
発行体所定利率２年以上７年以内

〈別枠〉４億５，０００万円
ただし、社債発行額３，０００万円～
５億６，０００万円　　　　　　　　

流動資産
（ただし、個別保
証の場合は売掛債

権）

０．６８％金融機関
所定利率

根保証１年
（更新２年以内）
個別保証１年以内

〈別枠〉　 　　　２億円
（ただし、融資限度額は２億５，０００）

必要に応じ２．２０％金融機関
所定利率１０年以内〈別枠〉　 　　　２億円

必要に応じ１．７６％金融機関
所定利率３年以内〈別枠〉２億８，０００万円

　（組合４億８，０００万円）

兼
献
験

券
献
鹸

兼
献
験

券
献
鹸

兼
験

券
鹸

（５号）業種関係
　　　　指定不況業種に属する事業を行っており、売上が減少していること、又は原油等の仕入価格が上昇しているにもかかわらず製品等価格に転嫁できていない

こと
（６号）破綻金融機関等関係
　　　　破綻金融機関等と金融取引を行っており、金融取引の正常化を図るため、破綻金融機関等からの借入金の返済を含めた資金調達が必要となっていること
（７号）金融取引の調整関係
　　　　指定金融機関の経営の相当程度の合理化（支店の削減等）によって、借入が減少していること
（８号）金融機関の貸付債権の譲渡関係
　　　　整理回収機構又は産業再生機構に対して貸付債権が譲渡され、借入が減少しているが、適切な事業計画等を有し再生の可能性があること
＊「指定」：経済産業大臣の指定

※１　すべての保証について、次のいずれかの場合、０．１％の割引きを行います。
　　　・「中小企業の会計に関する基本要領の適用状況」についての公認会計士または税理士による確認書類の添付
　　　　（確認書類『「中小企業の会計に関する基本要領」の適用に関するチェックリスト』など）
　　　・会計参与設置会社（確認書類：商業登記簿謄本（写））
※２　一部の保証を除き、有担保の場合、０．１％の割引を行います。
※３　原則として、通常の保証料率区分よりも１区分低い料率を適用します。
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「中小企業総合展 東京 ２０１３－２０１４」のご案「中小企業総合展　東京　２０１３－２０１４」のご案内内
　中小企業総合展は、経営革新等に果敢に取り組む中小・ベンチャー企業が、自ら製造、開発した
新製品、サービス、技術等を一堂に会して展示・紹介することにより、販路開拓、市場創出、業務
提携といった企業間の取引を実現するビジネスマッチングを促進することを目的として開催してい
ます。
　さて、「中小企業総合展　東京　２０１３－２０１４」は、平成２５年度に限り、下記のとおり４つの展示会
に分けて開催しますのでご利用ください。

　総合展①

　会　　期　２０１３年１０月３０日水～１１月１日金
　　　　　　１０：００～１８：００（最終日は１７時まで）
　会　　場　東京ビッグサイト西ホール３，４
　出展分野　金属加工、機械要素・部品・素材（環境関連含む）、情報通信関連、ビジネス支援・人

材・教育関連、流通・物流関連、新エネルギー・省エネルギー関連、住宅・土木・建
築関連、環境・都市環境整備関連、生活文化関連、福祉関連、食品関連、医療・バイ
オ関連

　総合展②

　会　　期　２０１４年１月１５日水～１月１７日金
　　　　　　１０：００～１８：００（最終日は１７時まで）
　会　　場　東京ビッグサイト／インターネプコン２０１４内　中小機構ブース
　出展分野　主に製品等がエレクトロニクス・電子部品分野
　　　　　　［金属加工、機械要素・部品・素材（環境関連含む）、情報通信関連、ビジネス支援・

人材・教育関連、流通・物流関連、新エネルギー・省エネルギー関連、住宅・土木・
建築関連、環境・都市環境整備関連、生活文化関連、福祉関連、食品関連、医療・バ
イオ関連に関するエレクトロニクス・電子部品を含みます］　

　総合展③

　会　　期　２０１４年２月５日水～２月７日金
　会　　場　東京ビッグサイト／ギフトショー内
　出展分野　消費財（非食品）分野　

　総合展④

　会　　期　２０１４年３月４日火～３月７日金
　会　　場　幕張メッセ／フーデックス内
　出展分野　消費財（食品）分野　

※　総合展③と総合展④については、８月上旬頃に詳細が公表されます。
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これまでの実積
絹 県験験験験験験験験験験験験験験験

１．新たな販売先・事業パートナーが見つかります！

　新たなパートナー先との出会いがあった　約２２，０００件
　「中小企業総合展ＪＩＳＭＥＥ※２０１２」出展者の声
　　・中小企業が集合していたため他業種・他業界との交流が図れ、素晴らしい企業の技術を発見

するなど、とてもよい機会になりました。
　　・中小企業総合展に出展することで、信用も大

きくなり、取引も容易になりました。業務提
携先も増え、販路も一気に広がりました。

　　・関東方面の進出に役立てたと判断しています。
　　・マスコミ取材の申し出もあり、費用対効果と

してとても評価できる展示会になりました。
　　・総合展に参加しないと会えない会社の方ばか

りなので、とても勉強になりました。　

２．圧倒的な集客力！

　「中小企業総合展ＪＩＳＭＥＥ※２０１２」来場実積４８，３４６人
　　・業　　種　①製造業３６％　　　　　②商社・卸売業１６％　　③サービス業９％
　　・会社規模　①小企業３３％　　　　　②中企業３２％　　　　　③大企業２９％
　　・役　　職　①経営者・役員２１％　　②管理職２０％　　　　　②一般社員２０％　

３．高いマスコミ注目度！

　多数のメディアで紹介されました。
　　・テレビ東京「ニュースアンサー」、ＮＨＫ国際放送
　　・日本経済新聞、日刊工業新聞、産経新聞、フジサンケイビジネスアイ等、
　　　（「中小企業総合展ＪＩＳＭＥＥ※２０１２」での実績）

※ＪＩＳＭＥＥは、中小企業総合展東京の旧名称です。

　問合せ先

　中小企業総合展　東京　２０１３－２０１４事務局
　　〒１０７－６３２２　東京都港区赤坂５－３－１赤坂Bizタワー
　　TEL：０３－６４４１－４９０１　FAX：０３－６４４１－４９００
　　E-mail：sougouten-tokyo２０１３@wm.smrj.go.jp
　　http://sougouten.smrj.go.jp/Tokyo
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中央会いんふぉめーしょん

　平成２５年３月１３日、本会は平成２４年度の補正
事業である「ものづくり中小企業・小規模事業
者試作開発等支援補助金」の富山県事務局に採
択されました。
　この補助金は、きめ細かく顧客ニーズをとら
える創意工夫に取り組むために、中小企業経営
力強化支援法の認定経営革新等支援機関（認定
支援機関）等と連携しつつ、ものづくり中小企
業・小規模事業者が実施する試作品の開発や設

備投資等を支援するものです。
　３月１５日から補助対象者の公募を行い、第一次募集の第一次締め切り（３／２５）、第二次締め切り
（４／１５）の２回にわたって、県内企業から提出された事業計画書を受け付けました。
　また、応募しようとする企業のための公募説明会（３／２８）、採択になった企業のための補助金説
明会（５／１４）を開催しました。今後は、交付申請書の受付や交付決定などを行い、採択された中
小企業が補助事業に取り組んでいけるように手続きを進めていきます。

「ものづくり補助金」の富山県事務局になりました

「経営革新等支援機関」に認定されました
　本会は、平成２５年３月２１日、中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等支援機関」に国か
ら認定されました。
　近年、中小企業を巡る経営課題が多様化・複雑化する中、中小企業支援を行う支援事業の担い手
の多様化・活性化を図るため、中小企業に対して専門性の高い支援事業を行う経営革新等支援機関
を認定する制度が創設されました。
　認定制度は、税務、金融及び企業財務に関する専門的知識や
支援に係る実務経験が一定レベル以上の個人、法人、中小企業
支援機関等を、経営革新等支援機関として認定することにより、
中小企業に対して専門性の高い支援を行うための体制を整備す
るものです。
　中小企業者が、「新商品の開発」、「新たな生産、販売方式の
導入」、「新サービスの提供」、「資金調達」を行うための事業計
画を策定する際において、経営革新等支援機関は、財務内容等
の経営状況の分析、現状把握、経営課題の抽出、事業計画策定
に向けた助言や事業の実施に必要な指導・助言をして、策定の
支援をします。
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地域中小企業の人材確保・定着支援事業を実施します
　富山県内には優れた中小企業が多いものの、学生は大手企業の情報しか知らず、中小企業の魅力
を理解していないこともあり、中小企業の自主的な取組みだけでは人材確保は困難です。
　そこで本会では、行政機関や大学等、経済団体と連携し、中小企業・小規模事業者と学生におけ
る、日常的に顔が見える関係づくりから、両者のマッチング、新卒者等の採用・定着までを一貫し
て支援するため、標記の事業を実施します。

〈予定している事業の概要〉
　中小企業の若手人材の確保・定着の流れを確立するために次の事業を実施します。
☆協議会の設置
　行政機関、県内経済団体、県内大学等のほか、本県出身者が多く在籍する石川県の大学と連携し、
「中小企業と若者の職の広場」協議会を設置して事業を推進していきます。

☆中小企業への就職意識を高める取り組み
　県内中小企業への就職意識を高めるため、学内セミナーや企業見学会等を開催します。これによ
り中小企業の魅力発信力向上や学生が中小企業の魅力を理解することを目指します。
　○学生向け
　　職業選択セミナー、父母向け就活セミナー、企業見学会、学内出前講座講師派遣事業、ホーム
ページ・SNS等での情報発信、内定者フォローアップセミナー、冊子の作成

　○企業向け
　　インターンシップ実施企業の発掘・支援、中小企業採用活動応援塾、採用担当者と大学等就職
支援担当者の名刺交換会、バーチャル企業説明会

☆就職マッチングの機会の創出
　就職のマッチングを図るための合同企業説明会を開催します。
　○合同企業説明会・面接会の開催
　　学生テーブル形式合同企業説明会、学内企業説明会、ＵＩターン対策出張相談会
　○個別マッチング支援
　　無料職業紹介

☆地域全体での人材育成・定着支援
　若手社員の人材育成・定着のための社員研修などを実施
します。これにより採用後の人材の育成と定着を図ります。
　○若手社員向け研修
　　入社直前セミナー、若手社員フォローアップセミナー、
ものづくり企業若手社員研修会、カウンセラー派遣

　○経営者・担当者向け研修
　　中小・小規模事業者のための戦略的人財経営セミナー、先輩中堅社員研修
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地域小売業魅力創出支援事業を実施します
　消費者ニーズの多様化や社会、流通構造等の変化により、中小小売業は顧客ニーズに対応した品
揃えやサービスの提供、業態開発など新たな対応が求められています。
　そこで本会では、中小小売業の魅力を最大限に発揮するため、「地域・顧客に密着した消費者ニー
ズへのきめ細やかな対応方法」や「商店街等の新陳代謝活性化方法」を検討するとともに、個別店
舗が抱える課題には直接専門家を派遣して問題解決に当たり、魅力ある新たな小売業者を育成・支
援することを目的に標記の事業を実施します。

〈予定している事業の概要〉
☆事業モデル構築のための研究
　下記の２テーマに関して、意欲があり地域・業界の活性
化に向けて積極的に事業推進しているが、課題を抱えてい
る商店街や小売業組合の事例から活性化策を検討し、事業
モデル（２モデル）を構築していきます。
　事業モデル構築のための研究をするにあたり、必要に応
じ先進地への視察、個店への専門家派遣事業を実施します。

　○委員会の開催
　　小売事業者組合や行政、専門家を交えて事業の内容を検討します。
　○ワーキンググループ（２グループ）の開催
　　小売事業者組合の組合員（役員・青年部）と専門家で現状の課題を抽出し、事業モデルを構築
していきます。

　○先進地への視察
　　事業モデル構築するために参考となる先進地への視察を行います。
　○専門家派遣による個別支援
　　事業モデルを構築した結果、今後の事業推進において課題がある個店を対象として、専門家派
遣による支援を行います。

☆成果発表会の開催・事業報告書の作成
　構築した事業モデルなどこの事業の成果について、発表会で説明したり、報告書を作成したりし
て普及を図ります。
　○成果発表会の開催
　　事業の成果を県内の小売事業者組合等に説明するための発表会を開催します。
　○事業報告書の作成
　　事業の内容を構築した事業モデルを含めて報告書に取りまとめます。

【テーマ】
＊地域、顧客に密着した消費者ニーズへのきめ細やかな対応方法への検討
＊商店街等の新陳代謝活性化方法への検討
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　本会では、富山労働局から中小企業相談支援事業の委託を受け、中小企業事業主を対象とした労
務管理に関する相談窓口を開設しており、相談内容に応じて社会保険労務士等の専門家派遣を行っ
ています。
　窓口での相談や専門家派遣は無料です。また、相談内容等の秘密は厳守いたしますので、お気軽
にご利用ください。

労務管理に関する相談窓口を開設しています

○相談内容の例
　・賃金体系、就業規則の見直し
　・勤務シフトの変更
　・社員能力向上
　・業務改善のための設備導入に係る助成金の申請など

高岡地区出張相談窓口（高岡商工ビル）
　時間：毎週水曜日午前９時～午後５時
　　　　（お盆、年末年始除く）
　場所：高岡市丸の内１－４０
　　　　高岡商工ビル６階　６０６号室
　担当：コーディネーター　坂下　裕子
　　　　（特定社会保険労務士）

○主な業務
　１．経営面及び労働面の相談等
　２．専門家（社会保険労務士）の派遣
　３．セミナーの開催

〈相談窓口〉
富山県中小企業団体中央会
　時間：平日午前９時～午後５時
　　　　（お盆、年末年始除く）
　場所：富山市総曲輪２－１－３
　　　　富山商工会議所ビル６階
　担当：コーディネーター　杉森　　裕

第５８回通常総会を開催しました
　本会では、平成２５年５月２４日金午後２時から富山商工会議所ビル１０階大ホールにおいて、第５８回
通常総会を開催しました。
　総会は、黒田会長の開会あいさつで始まり、富山県知事、富山県議会議長の来賓祝辞のあと、津
根副会長を議長に選任し、議案審議に入りました。
　第１号議案　平成２４年度事業報告書、収支決算書、財産目録、

貸借対照表及び損益計算書承認の件
　第２号議案　平成２５年度事業計画及び収支予算決定の件
　第３号議案　平成２５年度経費の賦課及び徴収方法決定の件
　第４号議案　平成２５年度役員報酬決定の件
　第５号議案　平成２５年度取引銀行及び借入金残高の最高限

度額決定の件
　第６号議案　役員補充選挙の件
　第１号議案から第５号議案まで原案どおり承認、決定されました。
　第６号議案の役員補充選挙では、指名推選により理事２名、監事１名の選考を行い、臨時理事会
において役職理事の選任を行いました。
　また、議案審議に先立って、栄典を受章された方へ記念品の贈呈を行いました。
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　私達は毎日の生活において、不要なゴミを出したり、水を使用して台所やトイレなどから廃水を
出したりしています。廃棄物の収集や下水道の清掃等を行う事業所のおかげで、快適で清潔な生活環
境が保たれています。今回はそうした業者で組織されている富山県環境保全協同組合を紹介します。

富山県環境保全協同組合さ富山県環境保全協同組合さんんよよ
りりこんにちはこんにちは富山県環境保全協同組合さんよ
りこんにちは

◆組合のあゆみ
　昭和３５年８月に富山県汲取同業組合が設立
され、その後、富山県衛生工業協同組合、富
山県清掃協会、富山県環境保全協会を経て、
昭和６２年に富山県環境保全協同組合が設立さ
れました。
　公共下水道が着々と整備されるなか、県内
のし尿収集業者や浄化槽清掃業者が集い、業
界の活路を切り開くことが目的でした。

◆行政懇談会の継続
　ゴミ、し尿の収集運搬業務や排水管、浄化
槽の清掃業務は行政との結びつきが強いため、
組合では毎年、行政との懇談会を開催してい
ます。県庁担当課と組合員が会し、現状の問
題点等について意見交換や質疑応答をしてい
ます。
　この懇談会により、富山県の廃棄物行政の
動向がわかり、業界における課題や作業現場
の実情を行政に知ってもらう貴重な機会とな
っています。

◆立山の環境美化を目指して
　組合では青年部会が主体となって、富山県
が誇る立山の美しい自然を保つために、立山
環境美化登山を実施しています。組合員と組
合員家族、従業員が参加して、ゴミを拾いな
がら種類をチェックして集計しています。
　平成５年から毎年続けていますが、平成２４
年度は清掃活動に加えて、初めて外来植物の
除去を行いました。指導員から説明を受け、
セイヨウタンポポとイタドリを取り除きまし
た。

◆広報誌の発行
　組合の広報誌として、「環境タイムズとや
ま」を年１回発行しています。内容は、通常
総会の概要や実施した事業の結果を写真入り
で紹介しています。また、組合員企業の従業
員のほか、県内の市町村担当課や関係機関の
職員に原稿作成を依頼しています。
　これまでに２４回広報誌を発行していますが、
組合員や行政担当課、関係機関に組合の活動
をＰＲできています。

立山環境美化登山の参加者
◆今後の取り組み
　組合では組合員の業務内容が住民の生活と
密着しており、地域への貢献活動を通じて地
域活性化につなげたいと考えており、今後も
積極的な活動をしていくことにしています。
　また、公共的なライフラインの業務を担っ
ている責任を意識しながら、引き続き県内の
生活環境と自然環境の保全に取り組んでいき
ます。

行政懇談会の様子

【組合概要】
組合名称　　富山県環境保全協同組合
設　　立　　昭和６２年４月１日
住　　所　　富山市野々上字地送６
理 事 長　　上田　勝朗
組合員数　　１８名
TEL　０７６－４３４－２８０２　FAX　０７６－４３４－４４４０
http://www.kankyo-hozen.net/toyama/
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元気印！青年部・女性部

富山県中小企業レディース連絡会

「組合女性部・女性経営者等フォーラム」を開催しました
　３月１２日火、とやま自遊館において標記のフォーラムを開催し、組合女性部や女性経営者の約３０
名が参加しました。
　フォーラムでは、まず基調講演が行われ、神戸国際大学経済学部の中村智彦教授から「これから
の中小企業の生きる道」をテーマに講演がありました。同氏は、テレビ番組の「世界一受けたい授
業」で知名度があり、下記について事例を交えてわかりやすく説明してもらいました。
　・北陸新幹線開通後の富山県について、同じく九州新幹線で終着駅ではない熊本県の取り組み
　・土地の価格下落による金融機関の融資姿勢
　・今までの思い込みを捨てる
　・女性視点が重要
　・岐阜県めがね組合青年部の活性化事例
　次に懇談会では、講師の中村氏も交えて組合女性
部の活性化策や女性が活躍する方法について意見交
換を行いました。中村氏からは、馬肉をテーマとし
たゆるキャラや記念日を活用した地域活性化策の事
例が紹介されました。

東海・北陸ブロック中小企業青年中央会研修会に出席しました
　金沢市のＡＮＡクラウンプラザホテルにおいて
「平成２４年度東海・北陸ブロック中小企業青年中
央会研修会」が３月１９日火に開催されました。中
部５県から約８０名の組合青年部の関係者が集い、
富山県からは西森会長を含む５名が出席しました。
　研修会では、講師の三和メッキ工業株式会社専
務取締役の清水栄次氏から「進化する『俺の脳み
そ』」をテーマに講演がありました。同氏は入社し
てから「めっき職人」として「めっきの修行」を
現在も続け、ISO９００１、ISO１４００１、ISO２７００１をト

リプル取得（業界初）しているだけでなく、WebページのＢtoＣサイト「必殺めっき職人」は、
開設後、斬新性が認められホームページ大賞など７つの賞を受賞しました。
　研修会終了後は、ビジネス交流会・ブロック懇親会が開催され、他県の組合青年部と交流して情
報交換を行ったり、懇親を深めたりしました。

富山県中小企業青年中央会
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組合だより

西町商店街振興組合（富山市西町４－９）
　西町商店街振興組合は、国の平成２４年度地域商業再生事業の補助事業者に採択され、築２０年を過
ぎて老朽化しているアーケードを改修します。
　都心居住人口の増加、市街地人口の高齢化も配慮
し、冬季や雨天時でも安心してまちなかを歩くこと
ができる環境を整備します。また、アーケードの整
備に合わせて街路照明をＬＥＤ化して、維持コスト
の低減を図ります。
　西町交差点周辺では、富山大和跡地を含めて再開
発事業が検討・展開されています。近年失われてい
るかつての賑わいを再生するため、このアーケード
改修を始めとする様々な事業を実施して、「歩いて楽
しい薬都のまん中・西町」をテーマとしてまちづく
りに取り組みます。

組合Ｑ＆Ａ

　ある組合の事業年度は１月１日より１２月３１日ですが、○○年５月１日に、有効な総
会において、８月１日より７月３１日と変更議決し、同年５月１０日に変更認可を受けま
した。
　この場合、変更時の事業年度はどのようになりますか？
　また、通常総会はどのように開催すればよいのでしょうか？

Ｑ

Ａ 　定款変更の議決において特別の定めがなかった場合は、定款変更によって新たな事
業年度の始まる８月１日の前日である７月３１日までが事業年度とされる。その際、こ
の事業を明らかにする主旨から定款の附則に、例えば、「○○年に限り、事業年度は、
○○年１月１日より同年７月３１日までを１事業年度とする。」等の規定を設けることが
適当と考える。
　なお、通常総会については、経過措置として事業年度が１月～７月に短縮されても、
毎事業年度１回開催されなければならない（中協法第４６条）ので、当事業年度につい
て必ず開催しなければならない。

商店街のアーケードを改修します

事業年度の変更について
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 ほっと一息                   

「ハイボールを家庭でおいしく」　～お気に入りの一杯を～
　近年人気が復活し、飲食店や家庭で飲まれることが多くなったハイボール、ちょっとしたポイン
トさえ押さえれば家庭でもおいしいハイボールをつくることができます。
　おいしく飲むための一番のポイントは、ウイスキーや炭酸水はもちろん、グラスも良く冷やすこ
と。冷たいハイボールは口に含むと温度が一気に上がり、気泡がはじけ喉越しが良くなります。ま
た、氷を溶けにくくし、ハイボールが薄まるのを防いでくれます。
　ウイスキーと炭酸水の割合はお好みですが、複数の原酒を混ぜて作ったブレンデッド・ウイスキ
ーの場合、ウイスキーと炭酸水は３対７の割合、単一の原酒のシングルモルト・ウイスキーでは個
性的な香りを生かすため４対６の割合がお勧めです。また、炭酸にもコーラやジンジャーエールな
どさまざまな種類がありますがシンプルな炭酸水が一番ウイスキーに合います。
　かき回すのも重要なポイント。家庭でハイボールを作るときはマドラーではなく、柄の長いスプ
ーンがお薦めです。スプーンはマドラーに比べ液体に触れる面積が大きいため、効率
的にかき回すことが出来る他、濃度を一定にし、急速に冷やすことができます。
　是非、いろいろな種類の銘柄、炭酸水をとの割合を試して、お気に入りのハイボー
ルを作ってみてはいかがでしょうか。

（情報提供　富山県社交飲食生活衛生同業組合）

汽汽汽汽汽汽汽汽汽事務局ペンリレー汽汽汽汽汽汽汽汽
　私事ですが、セメントを扱う業務に従事してから今年で足掛約５０年
（途中約半年は除く）が経過しました。
　最初は、同品を製造する工場を振出しに、当時の三交代勤務も経験
させて頂きましたが、慣れない作業の連続と緊張感から、時には睡魔
が瞼を誘う時間帯には地上約５０㍍強の構造物に上がり、朝日が山の稜
線から徐々に昇ってくる素晴らしさに出会った時の美しさは、今でも
記憶としてハッキリ残っています。
　セメント袋品の容器も樽詰めから始まり５０㎏入りから４０㎏になり、
そして今は２５㎏へと変化して今日に至っていますが、出来たばかりの
袋詰めにした５０㎏入り容器がベルコンから流れ出て来てトラックや貨
車に積み込むために持ち運ぶ時の熱さは「皮膚が炎症をおこして赤く腫れる」事の体験も
懐かしい出来事の一コマになりつつあります。
　同品を販売又は管理する業務に就労した際には、種々の課題に直面した事もありました。
　その時の執った解決方法として職場（社宅）から国道・県道（吉野川沿い）を利用して
車で約１時間程度要して向かった「鳴門の渦潮」を見に行く事でした。一番上の展望台か
ら眼下に見える鳴門海峡をただ２～３時間程度眺めていると、５月頃の時期は爽やかな風
に「潮の香り」が混じって、海面が川の様に流れる轟音（?）に力強さを感じ、何とも例え
様のないその心地良さに満足感を味わいながら翌日以降の栄養源にした事もありました。
　昨年、自己の体調管理の不注意から大病を患い、職場や家族にも迷惑をかけてしまいま
したが、改めて痛切に感じる事は「健康」の有り難さです。日常生活において自身の身体
この健康に対する気遣いを疎かにすると、身体自身が何らかの悲鳴をあげて注意を喚起し
ているにも拘わらず、見過ごしてしまっては手の施し様がありません。
　前述の通り、何らかの仕事に従事するにしても、美味しいものを食したり、趣味に没頭
したり、名所巡りをするにしても「健康」であれば叶えられる「夢実現」ではないでしょ
うか。
　与えられた人生には限りがあるものの、９４歳で「急死」するまで元気で沢山の「夢」
実現に向かって悔いを残さない様、身体を労わりながらこれからの余生を過ごせれば
と思います。（一件落着）

富山県セメント卸協同組合
専務理事　山崎　　毅
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「若者応援企業宣言」のお知らせ
（若者の採用・育成に積極的な中小・中堅企業の方へ）

「若者応援企業宣言」事業とは……

　一定の労務管理の体制が整備されており、若者のための求人を提出
し、若者（３５歳未満）の採用・育成に積極的であり、通常の求人情報
よりも詳細な企業情報・採用情報を積極的に公表する中小・中堅企業
を「若者応援企業」として、積極的にＰＲ等を行う事業です。

「若者応援企業宣言」をすると、どんなメリットがあるの？

ハローワークに提出される通常の求人情報に比べて、より詳細な企
業情報・採用情報を公表できますので、御社の職場環境・雰囲気・
業務内容がイメージしやすくなり、より適した人材の応募が見込ま
れ、採用後の職場定着が期待できます。

１　若者の職場定着が
期待できます

都道府県労働局のホームページで、就職関連情報も含めたＰＲシー
トを公表しますので、御社の魅力を広くアピールできます。

２　御社の魅力をアピ
ールできます

就職面接会などの開催について積極的にご案内しますので、若年求
職者と接する機会が増え、より適した人材の採用が期待できます。

３　就職面接会などへ
の参加機会が増え
ます

「若者応援企業」の名称を使用し、若者の育成・採用に積極的であ
ることを対外的にアピールすることができます。（※１）

４　「若者応援企業」
を名乗ることがで
きます

（※１）ただし、使用期間は求人の提出日から原則、その事業年度末までです。継続して「若者応援企業」の名称を
使用する場合は、改めて求人を提出し、宣言基準の確認を受けてください。

どんな企業が「若者応援企業宣言」できるの？

　次の１から７の基準（宣言基準）をすべて満たす中小・中堅企業であれば、宣言できます。

１　学卒求人など、若者対象のいわゆる正社員求人（※２）をハローワークに提出すること
２　「若者応援企業宣言」の事業目的に賛同していること

・社内教育、キャリアアップ制度等
・過去３年度分の新卒者の採用実績及び定着状況
・過去３年度分の新卒者以外の正規雇用労働者（３５歳未満）の採
用実績と定着状況
・前年度の有給休暇および育児休業の実績
・前年度の所定外労働時間（月平均）の実績

３　右の就職関連情報を
開示していること

４　労働関係法令違反を行っていないこと
５　事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと
６　新規学卒者の採用内定取消を行っていないこと
７　助成金の不支給措置を受けていないこと
（※２）正社員とは、雇用期間の定めがなく、所定労働時間が通常の労働者と同程度の社員をいいます。派遣求人

（特定労働者派遣求人は除く）や請負求人は、本事業の趣旨・目的に沿わないため対象外となります。

詳細は、富山労働局職業安定部職業安定課へお問い合わせください。　TEL０７６－４３２－２７９３

～　富山労働局　～
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平成２５年度富山県中小企業団体中央会組織図
平成２５年５月２４日現在

流通・労働支援課

課　長　米谷　孝行
主　任　菅池　有祐
主　任　佐伯真由美
主　事　西尾　裕也
主　事　渋谷　翔一

工業支援課

参　事　伊井　史郎
（課長事務取扱）
副主幹　稲土　佳里
主　任　野上　栄治
主　事　山田　丈晴
主　事　熊野　祐気

総　務　課

参　事　奥平　　稔
（課長事務取扱）
主　任　高橋　里子
主　事　藤井　弘恵

会　　長 黒田　輝夫
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